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事 務 連 絡 

令和３年８月 25 日 

 

各都道府県・指定都市教育委員会総務課・学校保健担当課 

各都道府県教育委員会専修学校主管課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 

附属学校を置く各国公立大学法人附属学校事務主管課 

各 文 部 科 学 大 臣 所 轄 学 校 法 人 担 当 課 

構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を 

受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課 

各都道府県・指定都市・中核市認定こども園主管課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

御中 

 

 

 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課 

 

 

 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣

言等を踏まえた小学校、中学校及び高等学校等における新型

コロナウイルス感染症への対応に関する留意事項について 

 

 

 

このたび、内閣総理大臣より、令和３年８月 27 日から９月 12 日までを期間として、

北海道、宮城県、岐阜県、愛知県、三重県、滋賀県、岡山県及び広島県を対象に、新型

インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号。以下「法」という。）に基づ

く「新型インフルエンザ等緊急事態宣言（以下「緊急事態宣言」という。）」が行われる

こととなりました。 

また、令和３年８月 27 日から９月 12 日までを期間として、高知県、佐賀県、長崎県

及び宮崎県が新たにまん延防止等重点措置を実施すべき区域（以下「重点措置区域」と

いう。）とされるとともに、既に重点措置区域とされていた、北海道、宮城県、岐阜県、

愛知県、三重県、滋賀県、岡山県及び広島県については、上述のとおり緊急事態宣言の

対象区域に指定されることに伴い、法に基づく「まん延防止等重点措置」が令和３年８

月 26 日をもって終了することとなりました。 

これに伴い、政府における「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（以下

「対処方針」という。）」が変更されましたので、お知らせします。 

緊急事態宣言の対象区域及び重点措置区域の学校においては、引き続き、感染状況に

応じて、学校教育活動や部活動において行われる活動で、「感染症対策を講じてもなお感

染リスクが高い活動」を一時的に制限すること（学校における新型コロナウイルス感染

８月 25日に「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」が変

更されましたので、その内容をお知らせします。基本的対処方針等に基づ

く新型コロナウイルス感染症対策の徹底をお願いいたします。 
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症に関する衛生管理マニュアルの第３章を参照）や、不要不急の都道府県間の移動を伴

う活動は極力控えること、家庭と連携協力して、基本的な感染症対策を徹底するため、

積極的な情報発信を行うことなど感染症対策を強化していただきますようお願いしま

す。 

また、緊急事態宣言の対象区域及び重点措置区域を始めとし、その他の地域の学校に

おいても、感染拡大への警戒を怠らず、感染の状況に応じて衛生管理マニュアル等に基

づき感染症対策の徹底を図ってください。 

なお、「高等学校等における抗原簡易キット配布希望の調査について（依頼）」（令和３

年６月 18 日付け文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課及び厚生労働省新型コロ

ナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）、「高等学校等における抗原簡易キット配布希

望の調査について（依頼）」（令和３年６月 18 日付文部科学省高等教育局私学部私学行政

課・文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課・厚生労働省新型コロナウイルス感染

症対策推進本部事務連絡）、「高等学校等における抗原簡易キット配布希望の調査につい

て（依頼）」（令和３年６月 23 日付文部科学省総合教育政策局教育人材政策課・文部科学

省初等中等教育局健康教育・食育課・厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本

部事務連絡）及び「専修学校における抗原検査簡易キットの活用について（周知・調査）」

（令和３年６月 17 日付け文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課及び厚生労働省新

型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）において調査を行った抗原簡易キット

については、順次、配付を進めております。 

 

変更後の対処方針における学校の取扱いに係る記載は下記のとおりであり、高等学校

に加え、教職員や速やかな帰宅が困難である等の事情のある児童生徒（小学校４年生以

上）を対象とした中学校、小学校、幼稚園等への抗原簡易キットの活用について記載さ

れたところです。 

なお、文部科学省では、本記載に基づき、関係府省と連携しながら、中学校以下の抗

原簡易キットの配布や活用方法について検討を進めており、今後、具体的な対応につい

て決まり次第お知らせしますので、申し添えます。 

また、大学拠点接種や地方公共団体の大規模接種会場を活用し希望する教職員のワク

チン接種が進むよう取り組むこととされておりますので、都道府県教育委員会等におか

れては、大学拠点接種を実施する大学や、地方公共団体の私学担当部局やワクチン担当

部局と連携し、必要な取組を進めていただきますようお願いします。 

加えて、変更後の対処方針では、小学校、中学校等の教職員も、政府が行うモニタリ

ング検査の対象となりました。このことについては、今後、具体的な対応について決ま

り次第お知らせしますので、申し添えます。 

 

都道府県・指定都市教育委員会におかれては所管の学校（高等課程を置く専修学校を

含み、大学及び高等専門学校を除く。以下同じ。）及び域内の市区町村教育委員会に対し

て、都道府県私立学校主管部課におかれては所轄の学校法人等を通じて、その設置する

学校に対して、国公立大学法人におかれてはその設置する附属学校に対して、文部科学

大臣所轄学校法人におかれてはその設置する学校に対して、構造改革特別区域法（平成

14 年法律第 189 号）第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体の学校設置会社担当課
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におかれては所轄の学校設置会社及び学校に対して、都道府県・指定都市・中核市認定

こども園主管課におかれては所管の認定こども園及び域内の市区町村認定こども園主

管課に対して、厚生労働省におかれては所管の高等課程を置く専修学校に対して周知さ

れるようにお願いします。 

 

 

記 

 

 

１．感染症対策の徹底 

  現在、新たな変異株（デルタ株）の感染者数が増加し、ほぼ置き換わったと考えら

れている。また、感染力の強い変異株の拡大により、屋外飲食のような３密ではない

状況でもクラスターが発生している事案なども確認されている。このような感染状況

に鑑み、例えば、児童生徒等や教職員に発熱等の風邪の症状がある場合等には登校・

出勤しないことを徹底することや屋外においても十分な感染症対策を講じていただ

くことなど、各学校等及びその設置者におかれては以下の通知等も踏まえ、感染症対

策を一層徹底いただきたいこと。 

  また、学校給食センターなど学校の関連施設において複数の感染者が発生する事例

もあり、各教育委員会におかれては、感染症への対応に当たって、学校施設に限らず、

学校の教育活動を支える関連施設も含めて、教職員等の健康管理に御配意いただきた

いこと。 

   

  ・「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言を踏まえた小学校、

中学校及び高等学校等における新型コロナウイルス感染症への対応に関する留

意事項について」（令和３年１月８日付け初等中等教育局長・スポーツ庁次長・文

化庁次長連名通知） 

    https://www.mext.go.jp/content/20210108-mxt_kouhou01-000004520_01.pdf 

  ・「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言を踏まえた小学校、

中学校及び高等学校等における新型コロナウイルス感染症への対応に関する留

意事項について」（令和３年４月 23 日付け文部科学省初等中等教育局健康教育・

食育課事務連絡） 

    https://www.mext.go.jp/content/20210423-mxt_kouhou02-000004520_1.pdf 

  ・学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～「学校の

新しい生活様式」～（令和３年４月 28 日 Ver.６） 

    https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00029.html 

  ・小学校、中学校及び高等学校等における夏季休業に向けた新型コロナウイルス感

染症対策の徹底について（令和３年７月９日付け文部科学省初等中等教育局健康

教育・食育課事務連絡） 

    https://www.mext.go.jp/content/20210712-mxt_kouhou01-000004520_3.pdf 

  ・小学校、中学校及び高等学校等における新学期に向けた新型コロナウイルス感染

症対策の徹底等について（令和３年８月 20 日付け文部科学省初等中等教育局健
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康教育・食育課事務連絡） 

    https://www.mext.go.jp/content/20210820-mxt_kouhou01-000007004_1.pdf 

 

２．部活動における留意事項 

各学校においては、これまでも地域の感染状況に応じた対策を講じていただいてい

るところだが、一部の部活動で、練習や試合に付随する飲食等の行動が原因と思われ

るクラスターが発生しているところ。こうした不十分な対策による感染拡大の事案が

今後も発生すれば、他の地域や学校等の部活動や大会の実施にも影響を与えかねない

こととなる。 

特に部活動の大会やコンクールは、生徒にとって日頃の活動の成果を発揮できる貴

重な機会であること等を考慮していただき、緊急事態宣言の対象区域及び重点措置区

域に属する地域における部活動の実施に当たっては、一律に中止とするのではなく、

感染状況に応じて、別紙１に示す具体例をもとに、屋内外を問わず、これまで以上に

感染症対策を徹底し、感染症対策と部活動の両立を図り、生徒が安心して練習や大会

等へ参加する機会を確保していただきたいこと。 

なお、６月２日付けで公益財団法人日本中学校体育連盟等に対し、別紙２を発出し

ているため、ご参照いただきたいこと。 

 

３．学校教育活動の継続 

学校においては、地域の感染状況を踏まえ、学習活動を工夫しながら、可能な限り、

学校行事や部活動等も含めた学校教育活動を継続し、子供の健やかな学びを保障して

いくことが重要であること。修学旅行等（修学旅行、遠足、社会科の見学、移動教室、

体験活動などの校外で行う活動を含む。）についても有意義な教育活動であるため、そ

の教育的意義や児童生徒等の心情等を踏まえ、一律に中止とするのではなく、以下の

Q&A を参考にし、適切な感染防止策を十分に講じた上でその実施について御配慮いた

だきたいこと。 

 

（参考）文部科学省ホームページ「Q&A（学校設置者・学校関係者の皆様へ）学校行事 

に関すること」 

https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00040.html 

 

  また、感染不安などを理由とした地域一斉の臨時休業については、子供の学びの保

障や心身への影響、学齢期の子供がいる医療従事者等の負担等の観点を考慮し、慎重

に検討する必要があること。特に、小学校及び中学校については、現時点で家庭内感

染が大部分であることも踏まえれば、子供の健やかな学びの保障や心身への影響等の

観点からも、地域一斉の臨時休業は避けるべきであること。 

 

４．運動時のマスク着用 

緊急事態宣言の対象区域及び重点措置区域をはじめ、その他の区域においても、運

動時は身体へのリスクを考慮し、マスクの着用は必要ない。特に、呼気が激しくなる

運動を行う際や、気温・湿度や暑さ指数（WBGT）が高い日には、十分な呼吸ができな
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くなるリスクや熱中症などの健康被害が発生するリスクがあるため、十分な感染症対

策を講じた上で、マスクを外すこと。ただし、用具の準備や片付けなど運動を行って

いない際は、感染症対策として可能な限りマスクを着用すること。 

また、気温・湿度や暑さ指数（WBGT）が高くない日に、呼吸が激しくならない軽度

な運動を行う際、児童生徒等がマスクの着用を希望する場合は、マスクの着用を否定

するものではないが、その際であっても、児童生徒等の体調の変化に注意し、必要に

応じて他の児童生徒等との距離を十分に確保して、マスクを外して休憩するよう指導

するなど、感染症対策を講じながら事故防止にも留意すること。 

 

５．変更後の対処方針 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/kihon_r_030825.pdf 

 

（関連する記載の抜粋） 

三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項 

（２）サーベイランス・情報収集 

②（略）政府は、クラスターの大規模化及び医療のひっ迫を防ぐ観点から、健康

観察アプリも活用し、医療機関との連携体制の確立を図りつつ、 大学、専門学

校、高校、特別支援学校等に対して、最大約 80 万回程度分の抗原簡易キット

の配布を７月末に開始するとともに、中学校、小学校、幼稚園等に対しても、

最大約 80 万回程度分の抗原簡易キットの配布を９月上旬に開始し、発熱等の

症状がある場合には、自宅で休養することや、医療機関の受診を原則とした上

で、直ちには医療機関を受診できない場合等において、教職員や速やかな帰宅

が困難である等の事情のある児童生徒（小学校４年生以上）を対象として抗原

簡易キットを活用した軽症状者（発熱、せき、のどの痛み等軽い症状を有する

者をいう。 以下同じ。 ）に対する迅速な検査を実施し、陽性者発見時には、

幅広い接触者に対して、保健所の事務負担の軽減を図りつつ、迅速かつ機動的

にＰＣＲ検査等を行政検査として実施する。また、職場においても、健康観察

アプリも活用しつつ、軽症状者に対する抗原簡易キット等を活用した検査を実

施するよう促すとともに、クラスターの発生が懸念される職場に関する重点的

な取組を働きかけ、陽性者発見時には、幅広い接触者に対して、保健所の事務

負担の軽減を図りつつ、迅速かつ機動的にＰＣＲ検査等を行政検査として実施

する。これらの検査に用いる抗原簡易キットについては、 迅速かつ適切に検

査が実施されるよう、検体採取に関する注意点等を理解した職員等の管理下で

検査を実施させる。（略） 

 

 

（３）まん延防止 

７）学校等の取扱い 

① 文部科学省は、学校設置者及び大学等に対して一律に臨時休業を求めるので

はなく、地域の感染状況に応じた感染防止策の徹底を要請する。幼稚園、小学

校、中学校、高等学校等については、子供の健やかな学びの保障や心身への影
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響の観点から、「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マ

ニュアル」等を踏まえた対応を要請する。また、大学等については、感染防止

と面接授業・遠隔授業の効果的実施等による学修機会の確保の両立に向けて適

切に対応することを要請する（緊急事態措置区域においては、大学等の感染対

策の徹底とともに、遠隔授業も活用した学修者本位の授業の効果的な実施によ

る学生等の学修機会の確保を図る）。部活動、課外活動、学生寮における感染防

止策、懇親会や飲み会などについては、学生等への注意喚起の徹底（緊急事態

措置区域及び重点措置区域においては、部活動や課外活動における感染リスク

の高い活動の制限又は自粛）を要請する。特に、発熱等の症状がある学生等が

登校や活動参加を控えるよう周知徹底を図る。また、大学、高等学校等におけ

る軽症状者に対する抗原簡易キット等の活用（部活動、各種全国大会前での健

康チェック等における活用を含む。）や、中学校、小学校、幼稚園等の教職員や

速やかな帰宅が困難である等の事情のある児童生徒（小学校４年生以上）への

抗原簡易キットの活用を奨励する。また、教職員のワクチン接種が進むよう、

大学拠点接種を実施する大学に対し、地域の教育委員会や学校法人が大学拠点

接種会場での接種を希望する場合の積極的な協力を依頼するとともに、地方公

共団体に対し、大規模接種会場の運営に当たり、教育委員会や私学担当部局が

ワクチン担当部局と連携し、希望する教職員のワクチン接種が進むよう取組を

行うなどの配慮を依頼する。 

② 都道府県は、政府が行うモニタリング検査において、小学校、中学校等の教職

員も、積極的に参加するように協力を行うものとする。また、学校設置者に対

し、保健管理等の感染症対策について指導するとともに、地域の感染状況や学

校関係者の感染者情報について速やかに情報共有を行うものとする。 

 

 

＜本件連絡先＞ 
文部科学省 

初等中等教育局 健康教育・食育課 ０３－５２５３－４１１１（内２９１８） 


